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１．１６年９月中間期の連結業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 
（１）連結経営成績                                                 (注) 金額は百万円未満切捨 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 
 

16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

             百万円       ％ 

       63,764      8.5 
       58,774      3.0 

            百万円    ％ 

       1,359       0.9 
       1,346      11.1 

                百万円    ％ 

        1,719    10.0 
        1,563    10.6 

16年 3月期       126,712        2,859         3,298 
  
 

中間（当期）純利益 
１株当たり中間 

     （当期）純利益 
潜在株式調整後１株当            
たり中間（当期）純利益 

 

16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

                 百万円     ％ 

        1,101    125.2 
489  △ 82.3 

               円       銭 

         12     09 
  5     19 

         円       銭 

        11     26 
        －     － 

16年 3月期 1,428          14     50         －     － 

 （注）①持分法投資損益    16 年 9 月中間期  106 百万円  15 年 9 月中間期   93 百万円  16 年 3 月期   65 百万円 
    ②期中平均株式数(連結)16 年 9 月中間期 91,132,931 株 15 年 9 月中間期 94,270,521 株 16 年 3 月期 93,126,320 株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパ－セント表示は、対前年中間期増減率 
（２）連結財政状態 
 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 

16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

        百万円 

     126,548 
     120,349 

        百万円 

      51,245 
      50,092 

      ％ 

40.5 
41.6 

     円      銭 
      562  88 
      541    13 

16年 3月期      128,292       50,734 39.5       553    26 

（注）期末発行済株式数(連結)16 年 9 月中間期 91,041,219 株 15 年 9 月中間期 92,570,478 株 16 年 3 月期 91,559,699 株 

（３）連結キャッシュ・フロ－の状況 
 
 

営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロ－ 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロ－ 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロ－ 

現金及び現金同等物          
期  末  残  高 

 

16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

       百万円 

       1,505 
         593 

        百万円 

   △   2,577 
  △   3,101 

       百万円 

       1,419 
  △  1,161 

       百万円 

      16,147 
      14,202 

16年 3月期        3,564    △  3,401   △   2,235       15,799 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
     連結子会社数  28 社  持分法適用非連結子会社数 － 社  持分法適用関連会社数   8 社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
     連結 （新規） － 社 （除外）   － 社       持分法 （新規） 1 社 （除外）  － 社 
 

２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
 営 業 収 益 経 常 利 益 当期純利益 
 

通 期      
        百万円 

132,000 
        百万円 

3,650 
        百万円 

2,200 
 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   24 円 16 銭    
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な
要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 



 －１－ 

１．企 業 集 団 の 状 況             
 

 当社の企業集団は、当社、子会社２８社及び関連会社８社の計３７社で構成しており、オールトナミグループとして

総合物流事業の展開を図っております。 

総合物流事業の展開は、貨物輸送並びにそれに付帯する業務を中心に行う物流関連事業と、物品販売等を中心に行う

その他事業に区分されております。 

  

事 業 区 分 営業収益区分 主    要     な     会    社 

貨 物 自 動 車        

運 送 事 業        

当社、関東トナミ運輸(株)、呉西トナミ運輸(株)、大阪トナミ運輸(株)、 

その他子会社１４社 

東砺運輸(株)、その他関連会社２社 (計２１社) 

貨 物 利 用 

運 送 事 業 

当社、関東トナミ運輸(株)、呉西トナミ運輸(株)、大阪トナミ運輸(株)、 

その他子会社１３社 

東砺運輸(株)、その他関連会社４社 (計２２社) 

倉 庫 業        
当社、関東トナミ運輸(株)、京神倉庫(株)、その他子会社２社 

ワイ・ケイ物流(株)、その他関連会社１社 (計 ７社) 

物流関連事業 

港湾運送事業        日本運輸(株) (計 １社) 

自動車修理業        当社 (計 １社) 

損害保険代理業 当社、トナミ商事(株) (計 ２社) 

物品販売並びに 

委 託 売 買 業        
当社、トナミ商事(株)、その他子会社５社 (計 ７社) 

総合リース業        トナミ商事(株) (計 １社) 

旅 行 業        トナミ商事(株) (計 １社) 

ダ イ レ ク ト         

メ ー ル 業        
関東トナミ運輸(株) (計 １社) 

旅 館 業        庄川観光(株) (計 １社) 

その他事業       

そ の 他 事 業        

けいしんシステムリサーチ(株)、(株)トナミ自動車科学研究所 

その他子会社１社 

(株)ジェスコ、その他関連会社２社 

(計 ６社) 

 



－２－ 

事業の系統図は次のとおりであります。 

得 意 先                   

  ・自 動 車 修 理        

  ・集 荷 ・ 配 達        ・損害保険契約        

 販  販 ・物 品 販 売        

 ・貨 物 保 管        ・総 合 リ ー ス        

 売  売 ・旅行サービス        

                    ・港湾運送事業                                               ・ダイレクトメール発送 

・旅 館 業        

当                社 

物 流 関 連 事 業           そ の 他 事 業           

  ・連絡運輸  ・連絡運輸  ・損害保険契約  ・自動車修理       

 
販

 ・運送委託 
仕

 ・運送委託 
販 

・物 品 販 売       仕 ・損害保険契約 

 ・貨物保管  ・貨物保管  ・総合リース        ・物 品 販 売       

 
売  入 売 ・旅行サービス 入 

※子 会 社        ※子 会 社       ※子 会 社        ※子 会 社       
 関東トナミ運輸㈱ 関東トナミ運輸㈱ ト ナ ミ 商 事 ㈱         関東トナミ運輸㈱ 
 呉西トナミ運輸㈱ 呉西トナミ運輸㈱ 関東トナミ運輸㈱ 呉西トナミ運輸㈱ 
 大阪トナミ運輸㈱ 大阪トナミ運輸㈱ 東洋ゴム北陸販売㈱           大阪トナミ運輸㈱ 
 湘南トナミ運輸㈱ 湘南トナミ運輸㈱ けいしんシステム 湘南トナミ運輸㈱ 
 茨城トナミ運輸㈱ 茨城トナミ運輸㈱ リサーチ㈱ 茨城トナミ運輸㈱ 
 福井トナミ運輸㈱ 福井トナミ運輸㈱ とやま地酒販売㈱ 福井トナミ運輸㈱ 
 石川トナミ運輸㈱ 石川トナミ運輸㈱  ㈱ト－ヨ－タイヤ 石川トナミ運輸㈱ 
 神奈川トナミ運輸㈱           神奈川トナミ運輸㈱           富山ショップ 神奈川トナミ運輸㈱           
 関西トナミ運輸㈱ 関西トナミ運輸㈱  東洋シンソウ㈱         関西トナミ運輸㈱ 
 全 ト 運 輸 ㈱         ト ナ ミ 商 事 ㈱          ※関 連 会 社       ト ナ ミ 商 事 ㈱         
 武 生 通 運 ㈱         全 ト 運 輸 ㈱          ㈱ ジ ェ ス コ         全 ト 運 輸 ㈱         
      河 合 運 送 ㈱         武 生 通 運 ㈱         ㈱静岡ドキュメント 武 生 通 運 ㈱         
 中京トナミ運輸㈱ 河 合 運 送 ㈱                           セキュリティ  河 合 運 送 ㈱         
 埼玉トナミ運輸㈱     中京トナミ運輸㈱              高岡ケーブル 中京トナミ運輸㈱ 

エイティエス㈱         埼玉トナミ運輸㈱ ネットワーク㈱ 埼玉トナミ運輸㈱ 
新潟トナミ運輸㈱ エイティエス㈱          エイティエス㈱         
京 神 倉 庫 ㈱ 新潟トナミ運輸㈱ 開発研究部門 新潟トナミ運輸㈱ 
日 本 運 輸 ㈱         日 本 運 輸 ㈱          京 神 倉 庫 ㈱ 
トナミ航空  トナミ航空 ※子 会 社       日 本 運 輸 ㈱         

 サービス㈱ サービス㈱ ㈱トナミ自動車 トナミ航空 
 ※関 連 会 社        東洋ゴム北陸販売㈱           科学研究所       サービス㈱ 
 東 砺 運 輸 ㈱                      ※関 連 会 社       東洋ゴム北陸販売㈱           
 ワイ・ケイ物流㈱ 東 砺 運 輸 ㈱           庄 川 観 光 ㈱         
 北海道トナミ運輸㈱           北海道トナミ運輸㈱             けいしんシステム 
 ㈱ ホ ク リ ュ ウ         ㈱ ホ ク リ ュ ウ         その他金融サービス リサーチ㈱ 
 高 岡 通 運 ㈱         高 岡 通 運 ㈱          とやま地酒販売㈱ 
            ㈱ ジ ェ ス コ         ※子 会 社       ㈱ト－ヨ－タイヤ 
   ㈱静岡ドキュメント トナミビジネス 富山ショップ 
   セキュリティ  サービス㈱ 東洋シンソウ㈱         
   ※関 連 会 社       
                    東 砺 運 輸 ㈱         
    ワイ・ケイ物流㈱ 
        北海道トナミ運輸㈱           
      ㈱ ホ ク リ ュ ウ         
       高 岡 通 運 ㈱         
      ㈱ ジ ェ ス コ         

     ㈱静岡ドキュメント 
（注）１．子会社は全て連結しております。       セキュリティ   

２．関連会社は全て持分法を適用しております。                                              高岡ケーブル 
                                                                                             ネットワーク㈱ 



－３－ 

２．経 営 方 針 

 

１．経営の基本方針 

   当社は、「輸送を通じ社会に寄与し事業の発展をはかる」ことを経営理念とし、お客

様に「安全・確実で迅速なサービス」を提供することを通して事業の発展を図り、株

主の皆様への「適正で安定した配当」を継続することを経営の基本方針としておりま

す。この方針に基づいて、常に企業価値の向上に努め、収益性を確保し、その成果を

株主の皆様、お客様、取引先、従業員、社会へと適正に分かち合うことが当社の使命

と考えております。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

     当社は、自己資本の充実と将来への適切な投資が企業の永続的な発展には不可欠で

あり、ひいては、そのことが株主の皆様の利益を確保することになると考えておりま

す。したがって、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営基盤強化のために

必要な内部留保を確保し、財務の健全性を維持しながら、業績に応じた適正な配当を

行うことを基本方針にしております。 

なお、当期の利益配当金につきましては、1 株当たり6 円を予想しており、中間配当

金につきましては 1 株当たり3 円とさせていただきました。 

 

３．投資単位の引き下げに関する基本方針 

   現在、当社の 1 単元の株式数は 1,000 株ですが、投資家層の拡大や株式流動性の向

上に対し、投資単位の引き下げが有用な施策のひとつと考えております。 

実施に際しては、業績、株式市況などを勘案し、慎重に対応してまいりたいと考え

ております。 

 

４．目標とする経営指標 

   当社グループは、営業収益経常利益率を重要な経営指標とし、昨今の経営環境から、

中期的な目標値として経常利益率 2.5％を目標としております。 

   当中間期の営業収益経常利益率は 2.7％となり、目標の利益率を達成することができ

ました。今後、さらに営業収益確保と運営効率化を進めることで、利益率の向上に取

り組む所存であります。 

   さらに、経営の健全性指標である株主資本比率及び株主資本の運用効率性指標であ

る株主資本経常利益率を重要な経営指標とし、株主資本比率 40％、株主資本経常利益

率 6.5％を目標値として掲げております。今後も、継続して株主資本の効率的な運用と

期間業績の向上に努め、グループ企業をあげて、目標の達成に取り組む所存でありま

す。 

 

 



－４－ 

５．中長期的な会社の経営戦略および対処すべき課題 

経営環境が目まぐるしく変化するなか、各業界においては企業統合や再編の動きが

一段と活発化しております。物流業界におきましても企業間の競争はますます激しさ

を増し、事業の縮小・撤退や経営破綻に追い込まれる企業がでるなど、厳しい環境が

続いております。このような中、新しい社会に対応する制度やルールの改正・整備が

進むとともに、企業倫理や環境・安全問題への対応など、企業の果たすべき役割や責

任も大きく変化してきております。 

   当社は、このような経営環境の変化に的確に対応していくため、平成 14 年度にスタ

ートさせました事業改革 3 ケ年計画「第 16 次中期経営計画」が本年最終年度を迎えて

おります。この中期経営計画に掲げました「提供するサービスの質的向上と運営効率

化による競争力強化」、グループ経営強化、リスク管理体制の確立、環境・安全対策強

化など「新しい時代に対応した経営改革と体制整備」の具体化を最重要課題として取

り組んでおります。 

本年９月までの進捗は、重点事業として取り組んできたシステム物流事業（物流ソ

リューション事業）が単体での最終年度目標である営業収益１２０億円を１６年３月

期でほぼ達成するとともに、グループ経営強化策の一環として、昨年８月には京神航

空サービス㈱（現トナミ航空サービス㈱）、けいしんシステムリサーチ㈱の２社を、昨

年１０月には京神倉庫㈱を新たに子会社と致しました。また、昨年６月にはコンプラ

イアンス室を新設し、社員行動規範の制定、社内教育など遵法精神の浸透に取り組ん

でおります。環境経営では昨年１０月に環境ＩＳＯ１４００１の認証取得をいたして

おります。 

 

６．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

   当社は、経営の効率性と透明性を高めることがコーポレートガバナンスの基本であ

ると考えております。 

当社の経営管理組織としては、月１回の取締役会のほか、毎月２回、全取締役によ

る経営管理会議を開催し、重要事項の意思決定を迅速・的確に行い、効率的且つ機能

的な運営を行っております。また、当社は監査役制度を採用しており、監査役は取締

役会にも出席するほか、当社の業務執行状況や財務状況の調査をはじめ、その適法性

や妥当性を監査する機関として、日常的に調査を実施し、経営の健全性に努めており

ます。合わせて、社内監査部門、子会社監査役、会計監査法人と連携し、グループ監

査体制の充実を図っております。 

コーポレートガバナンスに関する最近の取り組みと致しましては、昨年 6 月に取締

役の人数を 15 名から 10 名へと 5 名削減し、取締役会の効率化と意思決定の迅速化を

図ってまいりました。また監査役も 4 名（常勤監査役 3 名、社外監査役 1 名）から 5

名体制（常勤監査役 2 名、社外監査役 3 名）とし、監査機能の強化と経営の透明性を

高めてまいりました。あわせて業務執行責任の明確化と執行機能強化のため、執行役

員制度を導入いたしております。 



－５－ 

３．経営成績及び財政状態 

 

１．経営成績 

当期の日本経済は、輸出や民間設備投資が堅調に推移し、個人消費にも回復の兆し

が見られるなど、景気は緩やかな回復基調となっております。しかしながら、原油価

格、雇用環境、年金問題などの懸念材料もあり、依然として厳しい環境が続いており

ます。 

   貨物自動車運送業界におきましては、国内貨物輸送量の減少が続く中、顧客のコス

ト見直しが依然として続いており、また安全、環境対策へのコスト負担の増加もあり

厳しい経営環境が続きました。 

   このような中で、当社は、平成 14 年 4 月にスタートさせ、本年が最終年度となる「第

16 次中期経営計画」の諸政策を具体化することを最重点課題として運営いたしており

ます。具体的には、営業面では、高度化するお客様の物流ニーズに対応するため、シ

ステム物流や共同配送システムなどの提案営業を推進し、情報システムを活用して輸

送品質・作業精度の向上に努め、グループ企業をあげて営業収益の確保に取り組んで

まいりました。以上のような諸政策を実施しました結果、営業収益では 637 億 64 百万

円となり、前期に比べ 8.5％増収となりました。 

一方、内部運営面では、生産性向上による運営効率化と諸経費削減にグループ企業

をあげて取り組んでまいりました。この結果、燃料単価の高騰や外形標準課税の導入

等による経費負担増がありましたが、経常利益は 17 億 19 百万円となり、前期に比べ

10.0％増益となりました。純利益では、11 億 1 百万円となり、前期に比べ 125.2％増

益となりました。 

   当期のセグメント別の業績は次の通りです。 

 （物流関連事業） 

物流関連事業の自動車運送事業では、国内貨物総輸送量が前年割れとなるなか、企

業間競争が一段と激しさを増し、運賃単価が依然として低下するなど、非常に厳しい

事業環境が続きました。当社グループ企業は、輸送品質の向上に努めるとともに、積

極的な営業展開を行い、取扱量の確保を最優先として取り組みました。一方、お客さ

まの物流業務全般の合理化を提案し、関連業務全般を一括受注する倉庫事業でも、積

極的な営業を展開し収益拡大に努めました。このような取り組みの結果、物流関連事

業の営業収益は 589 億 24 百万円となり、前期に比べ 8.9％増加致しました。 

 （その他事業） 

   その他事業では､修理事業が好調に推移しましたことから、その他事業収益は 48 億

39 百万円となり、前年に比べ 4.1％増加致しました。 

 

   通期の見通しにつきましては、日本経済は、引き続きデフレ基調が続いております

が国内民間需要が着実に増加していることから，緩やかな回復基調を持続すると見込

まれますが、原油価格高騰の国内外への影響や世界経済の動向などの懸念材料もあり、
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楽観はできない状況が続くと思われます。 

   また、国内貨物輸送量も、産業の空洞化が進むなか、公共投資の抑制や住宅産業の

不振などから、総じて低調な荷動きが予測されております。 

   一方、業界では、経済的規制緩和、環境や安全に対する社会的規制強化、燃料価格

高値推移など、対処すべき課題が山積しており、経営環境は、さらに厳しさを増すも

のと思われます。 

   このような中で、最終年度を迎えました、事業改革 3 ケ年計画「第 16 次中期経営計

画」に掲げました目標への取り組み強化を柱として運営し、営業収益の確保と収益力

の向上に、グループ企業全社で取り組むこととしております。 

   通期の業績見通しと致しましては、営業収益 1,320 億円（前年同期比 104.2％）、経

常利益 36 億 50 百万円（前年同期比 110.7％）、当期純利益につきましては 22 億円（前

年同期比 154.1％）を見込んでおります。 

 

 

２．財政状態 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）

は、主に営業活動によるキャッシュ・フローの増加、社債発行による財務活動によるキ

ャッシュ・フローの増加と設備投資における投資活動によるキャッシュ・フローの減少

によるものであります。その結果、資金残高は、前連結会計年度末に比べ 347 百万円増

加し、16,147 百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動による資金の増加は、1,505 百万円となっております。これは主に税金等調

整前中間純利益 1,769 百万円、減価償却費 1,292 百万円、売上債権残高の減少 2,491 百

万円であった一方、仕入債務残高の減少 2,139 百万円、法人税等の支払額 885 百万円に

よるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動による資金の減少は 2,577 百万円となっております。これは主に有形固定

資産の取得による支出 2,570 百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動による資金の増加は、1,419 百万円となっております。これは主に社債発行

による収入が 2,469 百万円の増加であった一方、長期借入金の返済による支出 487 百万

円、自己株式の取得による支出 196 百万円、配当金の支払 274 百万円によるものであり

ます。 
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なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 平成14年9月期中 平成15 年3月期 平成15年9月期中 平成16 年3月期 平成16年9月期中 

自己資本比率（％） 41.8 42.4 41.6 39.5 40.5 

時価ベースの自己

資本比率（％） 
20.6 23.8 23.6 28.2 28.5 

債務償還年数（年） 21.3  6.4 45.9  7.3  8.1 

インタレスト・カバ

レッジ・レシオ 
 6.1 10.7  3.0 10.8 23.3 

※ 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により計算しております。 

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されてい

る負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払い

については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 



平成１６年９月３０日現在

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

( 資 産 の 部 ) % % %

41,800 33.0 43,595 34.0 △ 1,795 39,751 33.0 

現 金 及 び 預 金 15,340 15,035 305 13,368 

受 取 手 形 4,980 5,544 △   564 4,948 

営 業 未 収 金 16,747 18,653 △ 1,906 16,311 

有 価 証 券 1,096 1,046 50 1,187 

た な 卸 資 産 814 575 238 758 

繰 延 税 金 資 産 689 710 △    21 630 

そ の 他 の 流 動 資 産 2,214 2,138 75 2,641 

貸 倒 引 当 金 △    81 △   109 27 △    95 

84,748 67.0 84,697 66.0 50 80,598 67.0 

(   71,460) (56.5) (   71,502) (55.7) (△    41) (   66,586) (55.3)

建 物 及 び 構 築 物 24,703 25,068 △   364 21,787 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 3,252 3,430 △   178 3,540 

土 地 41,254 41,256 △     2 39,648 

その他 の有 形 固 定 資 産 2,250 1,747 503 1,610 

(      660) ( 0.5) (      667) ( 0.5) (△     7) (  　  657) ( 0.5)

連 結 調 整 勘 定 - - - 13 

その他 の無 形 固 定 資 産 660 667 △     7 643 

(   12,626) (10.0) (   12,527) ( 9.8) (     99) (   13,355) (11.2)

投 資 有 価 証 券 6,755 6,765 △     9 7,316 

繰 延 税 金 資 産 1,510 1,455 54 1,843 

そ の 他 の 投 資 4,957 4,997 △    40 4,783 

貸 倒 引 当 金 △   595 △   690 94 △   588 

126,548 100.0 128,292 100.0 △ 1,744 120,349 100.0 

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

連 結 貸 借 対 照 表

流 動 資 産

固 定 資 産

科　　　 目 増減金額
当中間連結会計期間末 前連結会計年度 前中間連結会計期間末

    （単位：百万円・未満切捨）
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（単位：百万円・未満切捨）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

( 負 債 の 部 ) % % %

35,128 27.7 39,018 30.4 △ 3,889 35,660 29.6

支 払 手 形 932 1,100 △   168 409 

営 業 未 払 金 9,442 11,413 △ 1,971 9,683 

短 期 借 入 金 15,900 16,063 △   162 16,336 

1年以内返済予定長期借入金 900 911 △    10 881 

未 払 法 人 税 等 720 907 △   186 929 

未 払 消 費 税 等 473 497 △    23 603 

賞 与 引 当 金 1,267 1,211 55 1,115 

設 備 支 払 手 形 7 952 △   944 948 

そ の 他 の 流 動 負 債 5,483 5,961 △   477 4,752 

39,451 31.2 37,832 29.5 1,619 33,939 28.2

社 債 7,000      7,000      - 7,000      

転換社債型新株予約権付社債 2,500      - 2,500 -

長 期 借 入 金 1,796 2,195 △   399 2,450 

再評価に係る繰延税金負債 4,595 4,596 △     0 5,088 

退 職 給 付 引 当 金 19,771 20,110 △   339 19,260 

連 結 調 整 勘 定 565 647 △    82 -

そ の 他 の 固 定 負 債 3,223 3,282 △    58 140 

74,580 58.9 76,850 59.9 △ 2,270 69,599 57.8

( 少 数 株 主 持 分 )

722 0.6 707 0.6 14 657 0.6

( 資 本 の 部 )

14,182     11.2 14,182     11.1 - 14,182     11.8

14,687     11.6 14,687     11.4 - 14,687     12.2

16,680     13.2 15,933     12.4 746 14,550     12.1

6,767      5.3 6,769      5.3 △     1 7,494      6.2

862        0.7 900        0.7 △    37 595        0.5

△ 1,935 △1.5 △ 1,738 △1.4 △   196 △  1,417 △1.2

51,245 40.5 50,734 39.5 511 50,092 41.6

126,548 100.0 128,292 100.0 △ 1,744 120,349 100.0
負債 ､少数株主持分及び
資 本 合 計

前連結会計年度

資 本 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

自 己 株 式

前中間連結会計期間末

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

科　　　 目 増減金額

流 動 負 債

固 定 負 債

当中間連結会計期間末
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  （単位：百万円・未満切捨）

増減金額

金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 比　率 金　額 百分比

% % % %

営 　　業　 　収 　　益 63,764 100.0 58,774 100.0 4,989 8.5 126,712 100.0

営　　 業　 　原 　　価 59,227 92.9 54,683 93.0 4,544 8.3 117,860 93.0

営 業 総 利 益 4,536 7.1 4,091 7.0 444 10.9 8,852 7.0

3,176 5.0 2,744 4.7 431 15.7 5,993 4.7

営 業 利 益 1,359 2.1 1,346 2.3 12 0.9 2,859 2.3

営 　業　 外　 収　 益 519 0.8 422 0.7 96 22.8 781 0.6

受 取 利 息 及 び 配 当 金 121 101 20 174 

家 賃 収 入 81 85 △     4 164 

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 82 3 79 89 

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 106 93 13 65 

そ の 他 の 収 益 127 139 △    12 288 

営 　業 　外 　費　 用 158 0.2 205 0.3 △    46 △ 22.8 342 0.3

支 払 利 息 153 200 △    47 330 

そ の 他 の 費 用 5 5 0 11 

経 常 利 益 1,719 2.7 1,563 2.7 156 10.0 3,298 2.6

特　　 別　　 利　　 益 189 0.3 57 0.1 132 229.9 297 0.2

前 期 損 益 修 正 益 4 - 4 - 

固 定 資 産 売 却 益 5 12 △     7 176 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 15 2 13 64 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 35 1 34 10 

一 般 更 生 債 権 免 除 益 96 - 96 - 

退 職 給 付 引 当 金 取 崩 益 30 - 30 - 

施 設 移 転 補 償 金 収 入 - 41 △    41 41 

そ の 他 の 特 別 利 益 0 - 0 5 

特　　 別　　 損　　 失 139 0.2 295 0.5 △   155 △ 52.7 663 0.5

固 定 資 産 売 却 及 び 除 却 損 82 61 21 195 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 0 7 △     6 7 

子 会 社 株 式 評 価 損 - 3 △     3 - 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 - 0 △     0 0 

役 員 退 職 慰 労 金 9 130 △   120 130 

社 債 発 行 費 30 86 △    55 86 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 3 2 1 54 

創 立 60 周 年 記 念 事 業 費 - - - 172 

前 期 損 益 修 正 損 - - - 1 

そ の 他 の 特 別 損 失 12 3 8 14 

税金等調整前中間（当期）純利益 1,769 2.8 1,325 2.3 444 33.5 2,932 2.3

法人税、住民税及び事業税 646 1.0 1,113 1.9 △   467 △ 41.9 2,122 1.7

法 人 税 等 調 整 額 △   8 0.0 △   307 △  0.5 298 △ 97.3 △   699 △  0.6

少 数 株 主 損 益 29 0.1 29 0.1 △     0 △  0.8 80 0.1

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 1,101 1.7 489 0.8 612 125.2 1,428 1.1

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

 連　結　損　益　計　算　書 
自平成１６年４月１日  至平成１６年９月３０日

科 目
当中間連結会計期間 前連結会計年度前中間連結会計期間
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当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

金 額 金 額 金 額

（資本剰余金の部）

14,687          14,687          14,687          

-               -               -               

-               -               -               

14,687          14,687          14,687          

（利益剰余金の部）

15,933          15,018          15,018          

1,103           489             2,154           

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 1,101           489             1,428           

土地再評価差額金取崩に伴う増加高 1               -               725             

356             957             1,238           

配 当 金 274             471             749             

役 員 賞 与 金 81              68              68              

連結会社増加に伴う利益剰余金減少高 -               417             421             

16,680          14,550          15,933          

科 目

(単位:百万円・未満切捨)

 連 結 剰 余 金 計 算 書 
自平成１６年４月１日  至平成１６年９月３０日

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 中 間 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 中 間 期 末 残 高

－１１－



(単位:百万円・未満切捨)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

金      額 金      額 金      額
Ⅰ  

税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 1,769 1,325 2,932
減 価 償 却 費 1,292 1,207 2,609
有 形 固 定 資 産 除 売 却 損 益 86 48 △      30
投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 △      15 △       1 △      63
投 資 有 価 証 券 評 価 損 0 7        7
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 3 2 54
社 債 発 行 費 30 86 86
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 △      82 △       3 △      89
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △     106 △      93 △      65
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △     120 △      32 59
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 △     339 226 375
賞 与 引 当 金 の 増 減 額 55 △      94 △      56
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △     121 △     101 △     174
支 払 利 息 153 200 330
売 上 債 権 の 増 減 額 2,491 265 △   1,575
た な 卸 資 産 の 増 減 額 △     238 △      28 156
仕 入 債 務 の 増 減 額 △   2,139 △     512 1,505
未 払 消 費 税 等 の 増 減 額 △      23 68 △      59
そ の 他 275 △     450 124

小          計 2,422 2,122 6,127
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 121 101 174
利 息 の 支 払 額 △     153 △     200 △     330
法 人 税 等 の 支 払 額 △     885 △   1,429 △   2,406

    営業活動によるキャッシュ・フロー 1,505 593 3,564
Ⅱ 

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △      61 △      84 △     154
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 103 69 131
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 - △       0 △      31
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 15        154       307       
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △   2,570 △   2,870 △   7,809
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 1 54 1,583
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △      10 △     932 △      21
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 20 42 246
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 - 121 1,413
貸 付 に よ る 支 出 △      45 △     300 △     339
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 67 409 470
そ の 他 △      97 232 800

    投資活動によるキャッシュ・フロー △   2,577 △   3,101 △   3,401
Ⅲ 

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 △     162 223 31
長 期 借 入 に よ る 収 入 81 165 327
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △     487 △     486 △     938
社 債 発 行 に よ る 収 入 2,469 6,913 6,913
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 - △   7,000 △   7,000
少 数 株 主 へ の 株 式 の 発 行 に よ る 収 入 - -        6
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △     196 △     497 △     818
配 当 金 の 支 払 額 △     274 △     471 △     749
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △      10 △       8 △       8

    財務活動によるキャッシュ・フロー 1,419 △   1,161 △   2,235
Ⅳ  -        - -        
Ⅴ 347 △   3,669 △   2,072
Ⅵ 15,799 17,872 17,872
Ⅶ 16,147 14,202 15,799

連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
自平成１６年４月１日  至平成１６年９月３０日

科                                  目

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
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◎ 中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社  ………  ２８社 

 主要会社名 関東トナミ運輸㈱、呉西トナミ運輸㈱、大阪トナミ運輸㈱、 

 日本運輸㈱、トナミ商事㈱、東洋ゴム北陸販売㈱ 

子会社２８社につきましては、すべて連結しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用関連会社  ………  ８社 

 主要会社名 東砺運輸㈱、ワイ・ケイ物流㈱ 

（新 規） 当中間連結会計期間に新たに関連会社になった１社 

       ㈱静岡ドキュメントセキュリティ 

関連会社８社につきましては、すべて持分法を適用しております。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結財務諸表提出会社と同じであります。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

    その他有価証券 

      時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                      （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法       

                        により算定しております｡） 

      時価のないもの…移動平均法による原価法 

      ②たな卸資産……………主として最終仕入原価法による原価法、一部個別法による原価法を

採用しております。 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

      ①有形固定資産       ………定率法によっております。 

     ただし、建物及び構築物については、定額法によっております。 

      ②無形固定資産       ………残存価額を零とする定額法 

      

（３）重要な引当金の計上基準 

      ①貸 倒 引 当 金       ………一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

②賞 与 引 当 金       ………従業員の賞与の引当として支給見込額基準により計上しております。 
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      ③退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。 

                            過去勤務債務は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（11 年）による定額法により按分した額を発生の連結会

計年度から費用処理することとしております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（11 年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとし

ております｡ 
 

（４）重要なリース取引の処理方法 
       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
（５）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
       消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
     中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から 3 ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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◎ 注記事項 
（ 中間連結貸借対照表関係 ） 
  当中間連結 前 連 結      前中間連結 
  会計期間末 会 計 年 度      会計期間末 
1. 有形固定資産減価償却累計額 48,947 百万円 48,837 百万円 48,682 百万円 
2. 担保資産及び担保付債務                
     担 保 提 供 資 産               
       有 形 固 定 資 産              
         建 物           3,289 百万円 3,333 百万円 3,351 百万円 
         車 両 運 搬 具           8 百万円 9 百万円 12 百万円 
         土 地           15,744 百万円 15,749 百万円 15,826 百万円 
       投 資 有 価 証 券            12 百万円 12 百万円 9 百万円 
           合           計 19,055 百万円 19,105 百万円 19,200 百万円 
     担保資産に対応する債務             
       短 期 借 入 金            3,750 百万円 3,981 百万円 4,118 百万円 
       長 期 借 入 金            1,736 百万円  1,772 百万円 1,938 百万円 
3. 保 証 債 務              1,255 百万円 1,305 百万円 1,334 百万円 
4. 受 取 手 形 割 引 高              135 百万円 176 百万円 195 百万円 
5. 受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高              59 百万円 69 百万円 61 百万円 

 

（ 中間連結損益計算書関係 ） 

 当中間連結 前 連 結      前中間連結 
 会 計 期 間      会 計 年 度      会 計 期 間      

１．特 別 利 益        

固定資産売却益 主なものは車両の
売却によるもので
あります｡ 

主なものは土地の
売却によるもので
あります｡ 

主なものは車両の
売却によるもので
あります｡ 

 

 ２．特 別 損 失        
固定資産売却 
    及び除却損 

主なものは車両の
売却によるもので
あります｡ 

主なものは車両の
売却によるもので
あります｡ 

主なものは車両の 
売却によるもので
あります｡ 

    
（ 中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 ） 
   現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   当中間連結 
  会 計 期 間      

  前 連 結      
  会 計 年 度      

  前中間連結 
  会 計 期 間      

現金及び預金勘定 15,340 百万円 15,035 百万円 13,368 百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △  193 百万円 △   235 百万円 △   165 百万円 

有価証券勘定 1,096 百万円 1,046 百万円 1,187 百万円 

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △    96 百万円 △    46 百万円 △  187 百万円 
                                                                                                                                              

現金及び現金同等物 16,147 百万円 15,799 百万円 14,202 百万円 

 
（ 重 要 な 後 発 事 象 ） 
     該当事項はありません。 



 セ グ メ ン ト 情 報 

１．事業の種類別セグメント情報 （単位:百万円・未満切捨）
当　中　間　連　結　会　計　期　間

物 流 関 連 事 業 そ の 他 事 業 計 消 去 又 は 振 替 連 結
1.営業収益及び営業損益

営 業 収 益
(1)外部顧客に対する 58,924 4,839 63,764 －            63,764 

営業収益
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 10 3,187 3,197 (   3,197) －            

営業収益又は振替高

計 58,934 8,027 66,961 (   3,197) 63,764 
 営 業 費 用 57,807 7,725 65,532 (   3,128) 62,404 
 営 業 利 益 1,127 301 1,429 (      69) 1,359 

2.資産･減価償却費
及び資本的支出
 資       産 99,498 21,271 120,769 5,778 126,548 

 減価償却費 1,208 88 1,296 3 1,292 

 資本的支出 1,241 87 1,328 1 1,330 

前　中　間　連　結　会　計　期　間
物 流 関 連 事 業 そ の 他 事 業 計 消 去 又 は 振 替 連 結

1.営業収益及び営業損益
営 業 収 益

(1)外部顧客に対する 54,127 4,646 58,774 －            58,774 
営業収益

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 8 2,691 2,700 (   2,700) －            
営業収益又は振替高

計 54,136 7,338 61,475 (   2,700) 58,774 

 営 業 費 用 53,008 7,058 60,066 (   2,638) 57,427 

 営 業 利 益 1,128 280 1,408 (      62) 1,346 

2.資産･減価償却費
及び資本的支出
 資       産 92,455 7,790 100,246 20,039 120,285 
 減価償却費 1,124 87 1,211 4 1,207 

 資本的支出 3,715 50 3,765 2 3,768 

前　連　結　会　計　年　度
物 流 関 連 事 業 そ の 他 事 業 計 消 去 又 は 振 替 連 結

1.営業収益及び営業損益
営 業 収 益

(1)外部顧客に対する 114,795 11,916 126,712 －            126,712 
営業収益

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 49 5,576 5,625 (   5,625) －            
営業収益又は振替高

計 114,845 17,492 132,338 (   5,625) 126,712 

 営 業 費 用 112,727 16,606 129,334 (   5,480) 123,853 

 営 業 利 益 2,118 885 3,004 (     145) 2,859 

2.資産･減価償却費
及び資本的支出
 資       産 99,694 9,164 108,858 19,434 128,292 

 減価償却費 2,438 179 2,618 8 2,609 

 資本的支出 7,674 181 7,856 0 7,856 
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   （注） （１）事業区分の方法 
       当社の事業区分の方法は、物流に関連する事業としての物流関連事業とそれ以外の事業 
                としてのその他事業にセグメンテーションしております。 
 

      （２）各事業区分の主要な事業収入 

事 業 区 分 営 業 収 益 区 分 

物 流 関 連 事 業 

 貨物自動車運送事業収入 

 貨物利用運送事業収入 

倉庫業収入 

港湾運送事業収入 

そ の 他 事 業         

 自動車修理業収入 

 損害保険代理業収入 

 物品販売ならびに委託売買業収入 

 総合リース業収入 

 旅行業収入 

ダイレクトメール業収入 

旅館業収入 

その他事業収入 

 

 （３）営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社 

                   本社の総務部門、財務部門に係る費用であります。 

 当中間連結会計期間 97百万円 

 前中間連結会計期間 95百万円 

 前 連 結 会 計 年 度          200百万円 

 

 （４）資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用 

       資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等 

       であります。 

 当中間連結会計期間 29,381百万円 

 前中間連結会計期間 28,130百万円 

 前 連 結 会 計 年 度          27,545百万円 

 

    ２．所在地別セグメント情報 
       在外連結子会社がないため、記載しておりません。 
 
        ３．海外売上高 
       海外売上高がないため、記載しておりません。 
 

リース取引関係 
 

       半期報告書についてEDINET により開示を行うため記載を省略しております。 
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有 価 証 券 関 係 
 

当中間連結会計期間末  （平成１６年９月３０日現在） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円・未満切捨) 

区      分 取 得 原 価 
中間連結貸借対照表 
計 上 額          差     額 

（１）株 式      2,427 3,878 1,451 

（２）債 券      

        社    債 

        そ の 他 

 

115 

 － 

 

116 

 － 

 

   0 

   － 

（３）そ の 他         60    59    △       1 

       合   計 2,603 4,054 1,450 

  ２．時価評価されていない主な有価証券                       (単位：百万円・未満切捨) 
内     容 中間連結貸借対照表計上額 摘     要 

（１）その他有価証券 
        非上場株式(店頭売買株を除く) 
     コマーシャル・ペーパー 

 
1,679 
  999 

 

 

 

 

 

前中間連結会計期間末  （平成１５年９月３０日現在） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円・未満切捨) 

区      分 取 得 原 価 
中間連結貸借対照表 
計 上 額          差     額 

（１）株 式      2,414 3,416          1,002 

 

（２）債 券      

        社    債 

        そ の 他 

 

202 

 99 

 

204 

100 

 

             1 

             0 

（３）そ の 他         10     7     △       2 

       合   計 2,727 3,728          1,001 

  ２．時価評価されていない主な有価証券                       (単位：百万円・未満切捨) 
内     容 中間連結貸借対照表計上額 摘     要 

（１）その他有価証券 
        非上場株式(店頭売買株を除く) 
     コマーシャル・ペーパー 

 
2,497 
  999 
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前 連 結 会 計 年 度            （平成１６年３月３１日現在） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円・未満切捨) 

区      分 取 得 原 価 
連 結 貸 借 対 照 表          
計 上 額          差     額 

（１）株 式      2,426 3,941          1,514 

（２）債 券      

        社    債 

        そ の 他 

 

130 

 － 

 

131 

 － 

 

         1 

          － 

（３）そ の 他         60    58     △       1 

       合   計 2,617 4,131          1,513 

  ２．時価評価されていない主な有価証券                       (単位：百万円・未満切捨) 
内     容 連結貸借対照表計上額 摘     要 

（１）その他有価証券 
        非上場株式(店頭売買株を除く) 
        コマーシャル・ペーパー 

 
2,680 
  999 

 

 

 

 

デリバティブ取引関係 

 
当中間連結会計期間（自 平成16年 4月 1日  至 平成 16年 9月 30日）、前連結会計年度（自 平成 15

年 4月 1日  至 平成 16年 3月 31日）及び前中間連結会計期間（自 平成15年 4月 1 日  至 平成 15 年 9
月 30日） 
当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
 

 
 
 

 



事業別営業収益明細表

営 業 収 益 構 成 比 営 業 収 益 構 成 比 金 額 比 率 営 業 収 益 構 成 比

% % % %

(  58,924) (  92.4) (  54,127) (  92.1) (  4,796) (   8.9) ( 114,795) (  90.6)

45,835 71.9 45,304 77.1 531 1.2 93,106 73.5 

10,830 17.0 6,567 11.2 4,262 64.9 17,292 13.6 

2,258 3.5 2,255 3.8 2 0.1 4,396 3.5 

(   4,839) (   7.6) (   4,646) (   7.9) ( 192) (  4.1) (  11,916) (  9.4)

63,764 100.0 58,774 100.0 4,989 8.5 126,712 100.0 

（注）その他事業欄には、自動車修理業、損害保険代理業、物品販売並びに委託売買業、総合リース業、

 　　 旅行業、ダイレクトメール業、旅館業、その他事業の各収入を含めて表示しております｡

合 計

そ の 他 事 業

貨物自動車運送事業
及び貨物利用運送事業

倉 庫 事 業

港 湾 運 送 事 業

事　業　別

物 流 関 連 事 業

   (単位：百万円・未満切捨）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 増 減 金 額 前 連 結 会 計 年 度
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